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就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）における在宅支援の支給決定等の
取り扱いについて（通知）

　日頃より、本市の障がい福祉行政の推進にご尽力をいただき、厚く御礼申し上げます。
さて、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）における在宅でサービスを利用する場合の支援（以下「在宅支援」という。）については、厚生労働省が示す「対面での支援を行うことが求められる」との原則を前提としつつ、本市における適正な運用を確保するため、下記のとおり取扱いを定めました。
現在、本市への事前の申し出なく在宅支援を実施している事例が確認されています。本市の承認を受けずに実施された支援が判明した場合、支給決定の取消しや報酬の返還等の措置を講じることがあります。今後は、本通知に基づき適正に取り扱っていただきますようお願い申し上げます。

記

１．在宅支援の基本的な考え方
厚生労働省が示す通り、就労系障がい福祉サービスでは、利用者の状態や訓練の進捗状況等を直接確認しながら、作業に伴う指導や相談等を随時行う必要があり、原則として対面での支援を行うことが求められます。そのため本市では、「原則として通所を目標」とし、在宅支援は、訓練開始時等の移行期における一時的な対応として位置づけることを原則とします。ただし、障がい状況等に照らし、在宅での支援継続が最も効果が高いと判断される場合に限り、継続的な利用を認めます。
　報酬請求後であっても不適切な報酬算定が認められた場合は、返還請求の対象となる可能性があるため、十分に留意してください。

２．在宅支援の対象者
在宅でのサービス利用を希望する者であって、在宅でのサービス利用による支援効果が認められると市町村が判断した利用者とし、障がいに起因しない理由による在宅支援の利用は一切認められません。

３．適用日
　令和８年10月１日から適用とします。
　令和８年10月１日以降の申請方法等については、下記４をご参照ください。

４．サービス提供事業所の必要な対応及び手続き
　在宅支援を行う場合は、次の⑴～⑷の流れに沿って申請等を行ってください。
　　⑴　利用者からの申し出とアセスメント
ア 利用者から在宅支援を希望する申し出があった場合に、その希望理由を確認し、
通常のアセスメントに加え、在宅支援が必要と考えられる利用者の障がい状況や支援目標等を確認する観点から、在宅支援を行う妥当性を判断するためのアセスメントを行ってください。
イ 希望理由とアセスメントの結果から、在宅支援を行うことが適切かつ効果的で
あると判断した場合は、本人同意に基づき「就労移行支援・就労継続支援における在宅でのサービス利用にかかる協議書」と個別支援計画案（在宅支援による支援目標や具体的な支援内容等を明記）を作成してください。
　　⑵  申請と審査判定
　　　　ア ４の⑴のイで作成した書類と運営規程（在宅支援の内容が明記されているもの）、その他具体的な支援の内容や体制が分かる書類を本市へ提出してください。※就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）の支給決定を受けていない方は併せて本人による新規の支給申請が必要です。
　　　　イ 提出書類等を基に在宅支援の要否を判定します。在宅支援が認められる場合は、「在宅支援可（就労移行・就労継続支援） R〇.〇.〇～ ○○事業所」と印字した障がい福祉サービス受給者証を新たに交付します。在宅支援の利用可能開始日は新たに印字されたＲ〇.〇.〇～となります。
　　⑶　支援の提供と記録
[bookmark: _Hlk238813235][bookmark: _Hlk238802646]在宅で支援を実施した日の訓練内容や支援内容、訓練状況及び支援状況、訓練目標に対する達成度の評価状況等、必ず記録に残し、事業所にて保管してください。
 　　　　 ※所定の様式はございません。
 　　　　 ※本市より、支援記録等の提出を求める場合があります。提出を求められた際は
速やかに提出してください。
 ⑷　在宅支援の終了
　　　  ア  障がい福祉サービスの利用を終了する場合は他事業所でサービス利用を継続しないことを確認した上で本人から辞退届を提出してください。他事業所で引き続き在宅支援を希望する場合は、利用予定の事業所が再び４の⑴から手続きを行ってください。その際、終了となる事業所は可能な限り本人情報や支援の留意点等について今後利用見込みの事業所へ引継ぎを行ってください。
　　　　 イ 通所支援のみの利用に切り替わる場合は速やかに本人から「申請内容変更届」
を提出してください。受給者証の「在宅支援可」の印字を取り消した受給者証
を発行します。

なお、４の⑴から⑶の対応がされていない場合や、記録内容が不十分である場合、または後述する５の⑴～⑺の対応が行われていない場合等は、請求対象に該当せず、返還請求の対象となる可能性があるため、十分に留意してください。

５．在宅支援における報酬算定の要件
　⑴　通常の事業所に雇用されることが困難な障害者につき、就労の機会を提供するとともに生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援が行われるとともに、常に在宅利用者が行う作業活動、訓練等のメニューが確保されていること。
　⑵　１日２回は連絡、助言又は進捗状況の確認等のその他の支援が行われ、日報が作成さ
れていること。また、作業活動、訓練等の内容又は在宅利用者の希望等に応じ、１日２回を超えた対応も行うこと。
　⑶　緊急事態（事故・急変・災害等）の際、事業所職員が事象発生当日中に必ず利用者の
もとへ駆けつけ、直接対応できる体制を確保し、実際に対応すること。
　⑷　作業活動、訓練等を行う上で疑義が生じた際の照会等に対し、随時、訪問や連絡によ
る必要な支援が提供できる体制を確保すること。
　⑸　事業所職員による訪問、在宅利用者による通所又は電話・パソコン等のＩＣＴ機器の
活用により、評価等を１週間につき１回は行うこと。
　⑹　原則として月の利用日数のうち１日は事業所職員による訪問又は在宅利用者による
通所により、在宅利用者の居宅又は事業所内において訓練目標に対する達成度の評価
等を行うこと。
　⑺　上記以外についても、就労サービスにおける厚生労働省からの留意事項通知等の内
容を確認し、その取扱いを遵守すること。

６．注意事項
　⑴　本取扱いの対象者は岡崎市で支給決定を受けている利用者に限ります。
　⑵　利用の適否については本人の希望のみではなく、相談支援専門員の意見等を踏まえ
た上で検討してください。また、相談支援専門員と継続的に情報共有を行い、受給者
証の更新時には在宅支援の適否を協議してください。
　⑶　在宅支援の支給決定は本人の障がい状況を踏まえて、事業所ごとに支援目標や内容
等から勘案して支給決定の要否を決定します。現時点で在宅支援が認められているこ
とを理由に他事業所で継続して、又は併用して利用できるものではありません。
　⑷　在宅支援の申し出なく利用している場合、又は本市の認める開始日より前に利用している場合は支給決定の取消しや報酬の返還等の措置を講じます。（本市に理由書等の届け出なく、就労移行支援・就労継続支援における在宅支援実績報告書を出している場合も同様の措置を講じます。）
　⑸　在宅支援については、報酬算定上、通常の通所による支援と考え方は同じであり、原則、在宅支援時に別の障がい福祉サービスを同時に受けることはできません。
　⑹　在宅支援と通所を組み合わせて利用することも可能ですが、その日の利用者の体調や事業所の都合等により自由に変更するものではなく、事前に個別支援計画に位置付け、計画的に利用してください。
　⑺　本市への提出が必要な書類の他に、本市が必要書類の提出を求めた際は速やかに提出できるように整備してください。

７．受給者証の特記事項欄への印字確認に関する申し出
本運用の適用開始前の在宅支援対象者については、過去に承認を得ている利用者であっても、受給者証の特記事項欄に「在宅支援可」の印字がなされていないケースがあります。本市が承認した上で在宅支援を実施中であり、印字がない方については、事実確認のため速やかに事業所より本市へ報告のご協力をお願いいたします。
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